
変更事項の内容

変更後 変更前

１ 地域産業資源活用事業の促進に関する基本的な方針

（１）経済情勢と中小企業の現状

① 県内総生産及び産業構造

平成１８年度の県内総生産（実数）は、名目では８兆４，６８５億円

で、前年度に比べ０．７％増（平成１７年度１．２％増）と、３年連続

の増加となり、実質では９兆１，８７４億円で、１．３％増（同２．６％

増）と４年連続の増加となった。電気・ガス・水道業や卸売・小売業で

減少したものの、製造業が増加に転じたこと、建設業やサービス業が増

加したことによる。

平成１８年度の産業活動別県内総生産の構成比を見ると、第一次産業

が１．８％であるのに対し、製造業等の第二次産業は２５．５％、サー

ビス産業等の第三次産業は７６．６％となっている（資本形成に係る消

費税等を含む。）。このうち、構成比の大きなものは、サービス業２０．

３％、製造業１５．２％、卸売・小売業１４．３％、不動産業１３．７％

となっている。

② 経済動向

我が国の経済は、平成１４年１月を景気の谷として長期にわたり緩や

かな景気回復を続け、主に輸出と設備投資に支えられながら、企業利益

や個人消費も順調に伸びていたが、平成１９年１０月（暫定）を境に下

降に転じ、アメリカ経済のサブプライムローン問題及びリーマンブラザ

ーズの経営破たん等を発端とした世界的な金融危機の影響を受け、平成

１ 地域産業資源活用事業の促進に関する基本的な方針

（１）経済情勢と中小企業の現状

① 県内総生産及び産業構造

平成１８年度の県内総生産 は、名目では８兆５，６９１億円

で、前年度に比べ１．２％増（平成１７年度１．４％増）と、３年連続

の増加となり、実質では９兆２，８８７億円で、０．５％増（同１．４％

増）と５年連続の増加となった。電気・ガス・水道業や卸売・小売業で

減少したものの、製造業が増加に転じたこと、建設業やサービス業が増

加したことによる。

平成１８年度の産業活動別県内総生産の構成比を見ると、第一次産業

が１．９％であるのに対し、製造業等の第二次産業は２２．２％、サー

ビス産業等の第三次産業は７８．９％となっている（資本形成に係る消

費税等を含む。）。このうち、構成比の大きなものは、サービス業２１．

０％、製造業１５．７％、卸売・小売業１４．８％、不動産業１４．１％

となっている。

経済活動別の特化係数を見ると（平成１６年度データ）、最も特化係数

が高いものは水産業で３．０７となっており、そのほか、運輸・通信業

１．３７、卸売・小売業１．１１などが高くなっている。その一方で、

金融・保険業０．６６、製造業０．７４などが低くなっている。

② 経済動向

全国的に景気回復の傾向にある中で本県経済も緩やかな回復を続けて

おり、生産分野においては電子部品・デバイス工業や精密機械工業、輸

送機械工業などの業種が高水準の生産を続けている。雇用環境について

も、有効求人倍率は依然として全国平均よりも低位にあるものの、平成

１３年１２月を底に上昇基調にあり、平成１９年に入ってからは、概ね



２０年１０月から１２月期の物価変動の影響を除いた実質の国民総生

産（GDP）が前年比３．２％減、年率換算で１２．１％減を記録し、

第１次石油危機だった昭和４９年１月から３月期の年率１３．１％減に

次ぐ戦後２番目のマイナス成長を記録するなど、平成２０年後半以降日

本の実態経済に深刻な影響を及ぼしている。

県内の状況を見ると、これまで順調に増産を続けてきた製造業分野に

おいては、平成１７年度を１００とした県鉱工業生産指数では、平成２

０年９月期に１０６．４だったものが、平成２１年１月期には６９．３

（前年同月比△３１．０）と低下している。特に電子部品・デバイス工

業分野での影響は顕著で、平成２０年９月期の１５０．４が平成２１年

１月期には５５．７（前年同月比△５８．６）となっている。

また、雇用状況を見ても有効求人倍率は平成１９年平均では０．９３

倍となっていたが、平成２１年２月現在では０．４６倍（全国平均０．

５９倍）にとどまっている。

③ 地域別経済状況

地域別の経済状況については、まず、仙台市の人口（平成２１年１月

３１日現在：1,010,529人）が県人口（2,338,479人）の４３．２％とな

っているのに対し、仙台市の総生産（平成１７年度市町村内総生産で４

兆３，２７４億円）が本県全体の総生産（８兆５，２５６億円）の約半

分（総生産で５０．８％）、仙台市の所得（平成１７年度市町村内所得（分

配）で３，０２４千円）も本県平均（２，６２０千円）より１５％上回

っており、仙台市が他の地域と比較して突出している。なお、仙台市を

除き市町村民所得が最も高かった市町村は仙台市に隣接する富谷町

（２，８４５千円）で、最も低かった市町村は七ヶ宿町（１，６６５千

円）となっている。

仙台市は経済活動別構成比でサービス業が２６．９％、卸売・小売業

が２２．９％、不動産業が１６．０％であり、農林水産業は１％にも満

たないのに対し、他の地域では、色麻町で２５．４％（農業２５．２％、

林業０．３％）等と農林水産業の構成比が高い一方、サービス業等第３

１倍前後の水準となっている。

平成１８年度の県民所得では、雇用者報酬の増加が主因となり、６兆

２，６０２億円で、前年度に比べ１．２％増（平成１７年度２．２％増）

となり、３年連続の増加となった。雇用者報酬は０．３％増の４兆４，

５５６億円と２年連続の増加、財産所得は１５．７％増の２，６００億

円と３年連続の増加、企業所得は１．８％増の１兆５，４４６億円で３

年連続の増加となった。また、県民所得を総人口で割った一人当たり県

民所得は、２，６５９千円と前年度から３９千円増加し、１．５％増（平

成１７年度０．５％増）と３年連続の増加となった。

一方、個人消費は一部に持ち直しの動きが見られるものの百貨店やス

ーパーの販売額が低調に推移しているほか、平成１７年の企業倒産件数

（負債総額１千万円以上）は２３２件で、前年に比べ３．６％と３年ぶ

りの増加となった。負債総額も１，０７０億円と再び１千億円を超え、

前年に比べ１７．１％の増加となった。

③ 地域別経済状況

地域別の経済状況については、まず、仙台市の人口（平成１９年５月

１日現在：1,027,879人）が県人口（2,349,807人）の４３．７％となっ

ているのに対し、仙台市の総生産（平成１６年度市町村内総生産で４兆

１，７１３億円）が本県全体の総生産（８兆４，４０６億円）の約半分

（総生産で４９．４％）、仙台市の所得（平成１６年度市町村内所得（分

配）で２，９３５千円）も本県平均（２，５３０千円）より１６％上回

っており、仙台市が他の地域と比較して突出している。なお、＿＿＿＿

＿＿市町村民所得が最も高かった市町村は仙台市に隣接する富谷町

（２，９４７千円）で、最も低かった市町村は七ヶ宿町（１，５５０千

円）となっている。

仙台市は経済活動別構成比でサービス業が２４．３％、卸売・小売業

が２０．５％、不動産業が１４．１％であり、農林水産業は１％にも満

たないのに対し、他の地域では、色麻町で２０．２％（農業１９．９％、

林業０．３％）等と農林水産業の構成比が高い一方、サービス業等第３



次産業の占める比率が低くなっている。

このように、仙台市やその周辺と他の地域では総生産、所得等の面で

も大きな差が生じているとともに、経済活動に占める農林水産業の割合

も大きく異なっている。

④ 中小企業の動向

平成１８年事業所・企業統計調査によると、本県の中小企業の事業所

数は昭和５６年以降、一時的な増加はあったものの全体的に減少傾向に

あり、平成１８年時点で１０９，５８９事業所となっている。このうち、

従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」規模の小規模事業所が

６４，１１６事業所で最も多く、全体の５８．５％を占めており、従業

者２９人以下でみると、１０２，３７０事業所で９３．４％を占めてい

る。これに対し、２００人以上の規模では３５４事業所と全体の０．３％

にすぎない。

業種別に従業者数２９人以下の事業所数の全体に対する割合を見る

と、製造業の８４．１％（６，１３３事業所に対して５，１５５事業所）、

サービス業の９４．６％（２１，４１７事業所に対して２０，２６０事

業所）、卸売・小売業の９５．９％（３２，３０５事業所に対して３０，

９６８事業所）となっている。一方、従業者数では、２９人以下の従業

者数の全体に対する割合が卸売・小売業で６５．４％（２５３，５５５

人に対して１６５，７６９人）、サービス業で５２．６％（１６０，９

８１人に対して８４，６１１人）にとどまっており、製造業においては

２８．６％（１３６，１１５人に対して３８，８６７人）にすぎないな

ど、少数の比較的規模の大きい企業に多くの従業員が集まっている傾向

が見られる。

また、地域別に見ると、仙台市では従業者２９人以下の事業所の割合

が９３．４％（４５，９４３事業所に対して４２，９１７事業所）であ

るが、白石市では９８．５％（１，７９０事業所に対して１，７６４事

業所）、加美町では９５．９％（１，２６８事業所に対して１，２１６

事業所）、本吉町では９７．３％（４８８事業所に対して４７５事業所）

次産業の占める比率が低くなっている。

このように、仙台市やその周辺と他の地域では総生産、所得等の面で

も大きな差が生じているとともに、経済活動に占める農林水産業の割合

も大きく異なっている。

④ 中小企業の動向

平成１６年事業所・企業統計調査によると、本県の中小企業の事業所

数は昭和５６年以降、一時的な増加はあったものの全体的に減少傾向に

あり、平成１６年時点で１０３，４８０事業所となっている。このうち、

従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」規模の小規模事業所が

６１，９１７事業所で最も多く、全体の５９．８％を占めており、従業

者２９人以下でみると、９７，９８８事業所で９４．７％を占めている。

これに対し、２００人以上の規模では２７２事業所と全体の０．３％に

すぎない。

業種別に従業者数２９人以下の事業所数の全体に対する割合を見る

と、製造業の８４．６％（６，４１２事業所に対して５，４２３事業所）、

サービス業の９５．９％（２０，３４４事業所に対して１９，５１８事

業所）、卸売・小売業の９３．０％（３２，０８０事業所に対して２９，

８４８事業所）となっている。一方、従業者数では、２９人以下の従業

者数の全体に対する割合が卸売・小売業で６７．９％（２４２，８４６

人に対して１６４，８４８人）、サービス業で５５．３％（１４６，３１

５人に対して８０，９０６人）にとどまっており、製造業においては２

９．３％（１３９，４５５人に対して４０，８４２人）にすぎないなど、

少数の比較的規模の大きい企業に多くの従業員が集まっている傾向が見

られる。

また、地域別に見ると、仙台市では従業者２９人以下の事業所の割合

が９３．６％（４３，４６２事業所に対して４０，６５９事業所）であ

るが、白石市では９５．８％（１，９０７事業所に対して１，８２６事

業所）、涌谷町では９７．１％（７２９事業所に対して７０８事業所）、

本吉町では９７．２％（４６３事業所に対して４５０事業所）というよ



というように、仙台市と比較すると他の地域では従業者の数が少ない事

業所の割合が高くなっている。

（２）本県の地域産業資源

① 農林水産物の概要

本県は恵まれた自然条件を背景に、全国有数の穀倉地帯として、ひとめぼ

れ、ササニシキ等のブランド米を生産しているほか，大豆の作付面積は全国

で第２位、林業ではスギ素材生産量が全国５位、畜産でも仙台牛や宮城野豚

（ミヤギノポーク）等の高級銘柄肉を産出している。また、本県は恵まれた

自然条件を活かした全国屈指の水産県でもあり、特定三種漁港である気仙

沼、石巻、塩竈を中心に、さめ類（平成 19 年漁獲量 19,154 トンで全国１

位）、おきあみ類（平成 19 年漁獲量 19,001 トンで全国１位）、さんま（平

成19年漁獲量40,330トンで全国２位）、かつお（平成19年漁獲量41,668
トンで全国２位）等、有数の生産量 を誇っている。

② 伝統工芸品の概況

略

③ 観光資源の概況

略

④ 地域資源の活用状況

（前段省略）

県をはじめ、市町村や商工会議所、商工会、農業協同組合、漁業協同組合

等でも、地域資源を活用した取組を支援しているが、今後の活用の余

地は十分に認められるところである。

うに、仙台市と比較すると他の地域では従業者の数が少ない事業所の割

合が高くなっている。

（２）本県の地域産業資源

① 農林水産物の概要

本県は恵まれた自然条件を背景に、全国有数の穀倉地帯として、ひとめぼ

れ、ササニシキ等のブランド米を生産しているほか，大豆の作付面積は全国

で第２位、林業ではスギ素材生産量が全国５位、畜産でも仙台牛や宮城野豚

（ミヤギノポーク）等の高級銘柄肉を産出している。また、本県は恵まれた

自然条件を活かした全国屈指の水産県でもあり、特定三種漁港である気仙沼、

石巻、塩竈を中心に、さめ類（平成 17 年漁獲量 23,735 トンで全国１位）、

あわび類（平成17年漁獲量156トンで全国４位）、さんま（平成17 年漁獲

量32,230トンで全国２位）、かつお（平成17年漁獲量44,973トンで全国３

位）等、有数の生産量を誇っている。

② 伝統工芸品の概況

略

③ 観光資源の概況

略

④ 地域資源の活用状況

（前段省略）

県をはじめ、市町村や商工会議所、商工会、農業協同組合、漁業協同組合

連合会等でも、地域資源を活用した取組を支援しているが、今後の活用の余

地は十分に認められるところである。



（３）地域産業資源活用の実例

略

（４）地域産業資源活用の意義と活用に向けた方針

■水産業の振興に関する基本的な計画（平成１６年６月策定、平成２１年

３月変更）

（前段省略）

…特に、「「みやぎブランド」の発信による「水産みやぎ」の活力強化」で

は、水揚げから加工・流通，販売までを一連の流れと捉えた地域一体となっ

た前浜資源の有効活用などへの取組支援、付加価値の高い製品開発及び販売

の促進、産業間、産学官の連携による新たな事業の創出について積極的に取

り組む。

なお、特に重点的に取り組む必要がある項目を６つの重点プロジェクトと

位置づけ、その中で地域産業振興については「水産地域活性化プロジェクト」

を設定し、「富県宮城」の実現に向けて「水産加工業振興プラン」の策定と

取組を進めることとしている。

２ 地域産業資源の内容

（１） 農林水産物

名 称 地域産業資源に係る地域

ムラサキシメジ 白石市、七ヶ宿町、蔵王町、川崎町、仙台市、

大和町、大衡村、大崎市、色麻町、加美町、栗

原市、登米市、石巻市、気仙沼市、本吉町

とうもろこし（味来） 村田町

（３）地域産業資源活用の実例

略

（４）地域産業資源活用の意義と活用に向けた方針

■水産業の振興に関する基本的な計画（平成１６年６月策定）

（前段省略）

…特に、「地域に根ざした水産業の競争力の強化とみやぎブランドづくり」

では、付加価値の高い製品の開発販売の促進策として、多種多様な水産物が

水揚げされる大型産地の優位性を活かした高付加価値化、低・未利用資源の

活用による新素材の開発、機能栄養成分に着目した新商品の開発を推進、産

学官の連携による新規事業の創出の促進に取り組む。

２ 地域産業資の内容

（１） 農林水産物

名 称 地域産業資源に係る地域



（２）鉱工業品及び鉱工業品の生産に係る技術

名 称 地域産業資源に係る地域

石巻茶色い焼きそば 石巻市

日本酒（地酒） 仙台市、白石市、村田町、川崎町、名取市、

岩沼市、大河原町、 大和町、富谷町、

塩竃市、大崎市、美里町、加美町、栗原市、

石巻市、気仙沼市、登米市、涌谷町、南三陸

町、本吉町、

多賀城市、利府町、大郷町、松島町、東松島

市

（３）文化財，自然の風景地，温泉その他の地域の観光資源

名 称 地域産業資源に係る地域

森林セラピー基地

「登米ふれあいの森」

登米市

３ 当該地域産業資源を用いて行う地域産業資源活用事業を促進すること

により当該地域産業資源に係る地域の経済の活性化を推進する方策

（２）個別地域産業資源に関する施策

①食材王国みやぎの推進

◆食材王国みやぎ総合展開事業

・豊島区で「みやぎの食材」重点浸透プロジェクト

◆みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進事業

・食材王国みやぎ取組宣言制度

◆食育・地産地消推進事業

・地産地消運動の展開（「食材王国みやぎ地産地消の日」の普及・定

（２）鉱工業品及び鉱工業品の生産に係る技術

名 称 地域産業資源に係る地域

日本酒（地酒） 仙台市、白石市、村田町、川崎町、名取市、

岩沼市、大河原町、亘理町、大和町、富谷

町、塩竃市、大崎市、美里町、加美町、栗

原市、石巻市、気仙沼市、登米市、涌谷町、

南三陸町、本吉町、

多賀城市、利府町、大郷町、松島町、東松

島市

（３）文化財，自然の風景地，温泉その他の地域の観光資源

名 称 地域産業資源に係る地域

３ 当該地域産業資源を用いて行う地域産業資源活用事業を促進することに

より当該地域産業資源に係る地域の経済の活性化を推進する方策

（２）個別地域産業資源に関する施策

①食材王国みやぎの推進

◆食材王国みやぎ総合展開事業

・期待の食材定着・発信事業

◆みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進事業

・食材王国みやぎ取組宣言の制度創設

◆みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進事業

・地産地消運動の展開（「食材王国みやぎ地産地消の日」の普及・定着



着等）

・食材王国みやぎ取組宣言制度

◆食品製造業振興プロジェクト

・食料産業クラスター支援事業

・「売れる商品づくり」支援事業

・食材王国みやぎ販路拡大支援事業

②食品製造業の振興

◆水産加工業振興プロジェクト推進事業

・「水産加工業振興プラン」の策定

・「水産加工業振興コーディネーター」の設置

・プロジェクト推進組織の設置

③ 観光資源を活用した観光王国の実現

平成21年秋に「仙台・宮城【伊達な旅】キャンペーン」を実施し、前

年度実施の仙台・宮城ＤＣで培った推進体制や実施ノウハウの地域への

定着と誘客に向けた地域での主体的な取組の更なる進展により、観光王

国の実現を図る。

・仙台・宮城観光キャンペーン推進事業

・外国人観光客誘致促進事業

・みやぎの観光イメージアップ事業

・産業観光推進事業

（３）関連する施策（当該地域における地域産業資源の活用を促進するた

めの措置等）

⑥ 知的財産支援

・平成１８年３月に策定（平成２１年３月改訂）した「みやぎ知的財

等）

◆食品製造業振興プロジェクト

・食料産業クラスター支援事業

・「食材王国みやぎ逸品商談会」開催事業

・食材王国みやぎ食産業活性化支援事業

・商品マーケティング普及事業

②食品製造業の振興

◆水産加工業振興プロジェクト推進事業

・「水産加工業振興コーディネーター」の設置

・プロジェクト推進組織の設置

③ 観光資源を活用した観光王国の実現

平成20年秋の「仙台・宮城デスティネーションキャンペーン」に向け

て、観光資源の磨き上げと、観光を柱とした地域作りのシステムを構築す

ることにより、 観光王国の

実現を図る。

・仙台・宮城デスティネーションキャンペーン推進事業

・外国人観光客誘致促進事業

・観光客誘致ステップアップ事業

・みやぎの観光イメージアップ事業

・広域観光ルート（観光レシピ）活用事業

（３）関連する施策（当該地域における地域産業資源の活用を促進するた

めの措置等）

⑥ 知的財産支援

・平成１８年３月に策定 した「みやぎ知的財



産活用推進方策」を推進し、県内中小企業・生産者が知的財産の重

要性を認識し、創造・保護・活用の知的創造サイクルを確立し、競

争力の強化と経営の持続的発展を図れるよう支援する。

・宮城県知的所有権センターに常駐する特許流通アドバイザー、特許

情報活用支援アドバイザーを通して特許の導入や他社への技術支

援、中小企業の特許戦略等を支援する。

・「地域ブランド」を保護する上で有効な「地域団体商標」を始めと

する商標などの知的財産権を活用したブランド化を支援する。

産活用推進方策」を推進し、県内中小企業・生産者が知的財産の重

要性を認識し、創造・保護・活用の知的創造サイクルを確立し、競

争力の強化と経営の持続的発展を図れるよう支援する。

・宮城県産業技術総合センターは、常駐する特許流通アドバイザー、

特許情報活用支援アドバイザーを通して特許の導入や他社への技術

支援、中小企業の特許戦略等を支援する。

・「地域ブランド」を保護する上で有効な「地域団体商標」を始めとす

る商標などの知的財産権を活用したブランド化を支援する。


